
地域における雇用・就業対策の拡充強化を求める意見書

わが国の雇用環境は依然として厳しい情勢が続いており、非正規雇用の労働者
が全体の３割を超えている。こうした状況の中で、非正規雇用と正規雇用との労
働条件の格差を是正すること、日雇い派遣等の問題を抱える労働者派遣制度を見
直すこと、長時間労働による心身の健康被害、過労死や過労自殺を防ぐために労
働時間の短縮を図る対策を拡充すること、非正規雇用の割合が多い若年層に対し
て安定した就労に向けた支援をすること等が課題となっている。
人口減少時代の到来により労働力不足が危惧される中、雇用・就業対策は従来
の縦割り行政のもとで行うのではなく、教育・労働・産業の各分野における人づ
くり政策、教育政策と連携を図った上で、地域の実態にあわせて総合的に推進す
る必要がある。
よって、国においては､下記の項目を速やかに実施するよう強く要望する。

記

１ パート社員、有期契約社員等の正規雇用への転換促進など、正規雇用を推

進する施策を強化するとともに、正社員との間の合理的な理由のない格差を

是正し、均等な待遇を実現すること。

２ 一時的・臨時的雇用としての労働者派遣の原点に立ち返り、雇用が不安定

で労働安全衛生管理などの使用者責任が不明確な日雇い派遣の改善を含め、

制度の見直しを行うこと。

３ 地域の雇用情勢に即した介護・医療・教育・環境・防災など公的分野での

雇用拡大、新産業の育成やＮＰＯの振興による雇用創出など地域主体の実効

性ある雇用施策を実施すること。

４ 育児介護休業について、特に有期雇用労働者の取得を推進するとともに、

保育や学童保育の支援体制、働く親の仕事と家庭の両立を支援するための措

置を拡充すること。

５ 特に厳しい状況にある障がい者雇用について、障がい者法定雇用率達成に

向けて厳正な運用を図るなど、障がい者雇用支援策を拡充すること。

以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出する。
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